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Value-based medicineの推進に向けた循環器病の疾患管理システムの構築に関する研究 

 
研究分担者 安斉 俊久 北海道大学大学院医学研究院 教授 

 
研究要旨 
心不全患者の急性期の予後予測、慢性期以後の多職種による多面的疾病管理の実態を明
らかにするため、心不全患者に対する多面的包括的管理に対する質問票調査による横断
調査を実施した。結果、地域連携パスの使用率は14.4％であり、約4割の施設で心不全悪
化リスク評価を行っていたが、心不全増悪を予防するための取り組みは約6割の施設で実
施されるにとどまっていた。 

 
Ａ．研究目的 
心不全患者の急性期の予後予測、慢性期以

後の多職種による多面的疾病管理の実態を

明らかにする。 

 
Ｂ．研究方法 

心不全患者に対する多面的包括的管理に対

する質問票調査（下記項目）による横断調査

を実施する。 

１）生命予後評価 

２）QOL 維持のための多面的予後評価 

３）多職種連携による疾病管理の実施と実
際 
 
Ｃ．研究結果 

日本循環器学会研修病院 431 施設へのアン

ケート調査の結果、以下の結果が得られた。 

① 62施設(14.4%)で地域連携パスを使用。 

② 307 施設(71.2％)で急性期病院とかか

りつけ医の連携がとれていた。 

③ 175施設(40.6%)がリスク評価（重症化・

再発・QOL 低下等）を行っていた。 

④ 252施設(58.5%)が心不全重症化・再
発・QOL低下予防に関する何らかの取り組
みを行っていた。 
 
Ｄ．考察 
地域連携パスの使用率は2割以下であり、
今後更なる普及の努力が必要と考えられ
る。そのためには各地域レベルで多職種連
携のプラットフォーム構築の努力が必要で
ある。また、心不全増悪による入院中に多
職種連携による重症化予防の取り組みを向
上させるための啓発活動が必要と考えられ
た。 

 
Ｅ．結論 
心不全診療の質向上を目指した多職種連携
の普及は十分でなく、連携のさらなる啓発
が必要である。 
 
Ｆ．健康危険情報 
（総括研究報告書にまとめて記載） 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


